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4.4－1 

4.4 溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震評価の内容 

 

4.4.1 概要 

地震起因の溢水評価において，溢水源としないＢ，Ｃクラス機器については，Ⅵ-2-

別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」にて，耐震

評価結果をまとめている。本資料は，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機

器の耐震性についての計算書」にて評価対象としたＢ，Ｃクラス機器（容器，ポン

プ）の耐震評価内容について補足するものである。 

 

4.4.2 対象機器 

確認対象機器を表4.4－1に示す。溢水源としないＢ，Ｃクラス機器は，剛構造及び

柔構造に分類されることから，剛構造機器は代表１機器，柔構造機器は全ての機器を

対象に，耐震評価内容を示す。確認対象機器のうち柔構造となる３号復水貯蔵タン

ク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンク（以下「屋外タンク」とい

う。）については，耐震評価内容をNS2-補-027-10-96「溢水源としないＢ，Ｃクラス

機器のうち屋外タンクの耐震評価方法について」に示していることから，本資料には

剛構造機器の代表１機器について耐震評価内容を示す。 

 

表 4.4－1 確認対象機器＊１ 

注記＊１：剛構造機器は代表して１機器を確認対象とする。また，柔構造機器は全て確認

対象とする。 

＊２：地震応答解析に基づく断面力を用いて応力評価を実施することから算出は不要 

＊３：NS2-補-027-10-96「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器のうち屋外タンクの耐震評 

価方法について」にて耐震評価内容を示す。 

  

機器名称 

設計震度 固有周期(s) 

対象機器 水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉浄化循環ポンプ 3.00 1.95 
0.05 

以下 

0.05 

以下 
○ 

３号復水貯蔵タンク 解析値 1.00 －＊２ 
0.05 

以下 
○＊３ 

３号補助復水貯蔵タンク 解析値 1.00 －＊２ 
0.05 

以下 
○＊３ 

１号復水貯蔵タンク 解析値 1.10 －＊２ 
0.05 

以下 
○＊３ 
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4.4－2 

4.4.3 荷重及び荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の

耐震計算の方針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組

合せを用いる。 

 

（1） 荷重の種類 

応力評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

a. 常時作用する荷重（Ｄ） 

常時作用する荷重は，持続的に生じる荷重であり，自重とする。 

b. 内圧荷重（ＰＤ） 

内圧荷重は，当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重とする。 

c. 機械的荷重（ＭＤ） 

当該設備に設計上定められた機械的荷重。 

d. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力とする。 

e. 積雪荷重（ＰＳ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された

観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮

し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量１

㎝ごとに 20N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

f. 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/sとし，建築基準法に基づき算定する。 
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4.4－3 

(2) 荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重の組合せは，各機器の評価部位ごとに設定する。各機器の評価

部位における荷重の組合せを表4.4－2及び表4.4－3に示す。 

 

表 4.4－2 容器類の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＳ＊＋ＰＫ＊ 胴板 

注記＊：屋外タンクについて考慮する。ただし，３号復水貯蔵タンク及び３号補助復水

貯蔵タンクは遮蔽壁が設置されていることから，風荷重は考慮不要とする。 

 

表 4.4－3 支持構造物の荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＳ＊＋Ｐｋ＊ 

脚 

支持構造物 

ボルト等 

注記＊：屋外タンクについて考慮する。ただし，３号復水貯蔵タンク及び３号補助復水

貯蔵タンクは遮蔽壁が設置されていることから，風荷重は考慮不要とする。 
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4.4－4 

4.4.4 耐震評価内容 

「4.4.2 対象機器」において選定した機器について，耐震評価内容を以下に示す。 

(1) 原子炉浄化循環ポンプ

a. 構造計画

原子炉浄化循環ポンプの構造計画を表4.4－4に示す。

表 4.4－4 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプ等は，取付

ボルトでベース

に固定され，ベー

スは基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

ターボ形（タ

ーボ形横形ポ

ンプ）

b. 評価対象部位

原子炉浄化循環ポンプの評価対象部位を表 4.4－5に示す。

表 4.4－5 評価対象部位 

c. 計算方法

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性が確保され，溢水に至らないことを確

認するために，許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を満足することを確認する。 

d. 許容応力

許容限界は，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力を用いる。許容限界を表4.4－6に示す。 

機器名称 評価対象部位 

原子炉浄化循環ポンプ 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト 

原動機取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト 

ベース 

基礎 

原動機 

取付ボルト 
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4.4－5 

表4.4－6 許容限界 

荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の

応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

e. 使用材料の許容応力評価条件 

使用材料及び使用材料の許容応力評価条件を表 4.4－7に示す。 

 

表 4.4－7 使用材料及び使用材料の許容応力評価条件 

 

f. 設計用地震力 

評価に用いる設計震度を表 4.4－8に示す。 

 

表 4.4－8 設計震度 

設置建物 

設置高さ 設計震度 

EL (m) 
水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建物 23.8 3.00 1.95 

 

 

評価対象設備 評価部位 材料 

温度 

条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

原子炉浄化循環ポンプ 

基礎ボルト SS400 55 209 391 

ポンプ取付ボルト SCM435 66 730 868 

原動機取付ボルト SS400 55 209 391 

＊
 

＊
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4.4－6 

g. 評価結果 

表 4.4－9 に示すとおり，算出応力は許容応力を超えず，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対して，耐震性を有することを確認した。 

 

表 4.4－9 評価結果＊ 

評価対象設備 評価対象部位 
応力の 

種類 

算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

原子炉浄化循環ポンプ 基礎ボルト 引張 59 188 

注記＊：評価結果は，算出応力と許容応力を踏まえ，評価上厳しい箇所の結果について記載

する。 

 

(2) 屋外タンク 

    屋外タンクについては，NS2-補-027-10-96「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器のうち

屋外タンクの耐震評価方法について」にて耐震評価内容を示す。 
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4.6-1 

4.6 溢水源としないＢ，Ｃクラス配管の耐震評価の考え方 

4.6.1 溢水源としないＢ，Ｃクラス配管における耐震評価の考え方 

配管の耐震設計については，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１」

等に基づき，一次応力評価，一次＋二次応力評価及び疲労評価を実施しており，溢水

源としないＢ，Ｃクラス配管も同様に実施する。 

4.6.2 耐震評価における等価繰返し回数について 

Ⅵ-2-別添 2「溢水防護に係る施設の耐震性についての計算書」における耐震評価

の疲労評価は，ＪＥＡＧ４６０１－1987記載の手順に従って，等価繰返し回数を用

いた評価を行い，疲労評価に用いる等価繰返し回数は，NS2 補足-027-3「耐震評価

における等価繰返し回数について」に従って設定する。 

ここで，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計

算書」における配管の耐震評価において，一律に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ：

150回）を適用せず，個別に設定する等価繰返し回数を適用する設備があることか

ら，基準地震動Ｓｓに対して個別に設定する等価繰返し回数の算出条件及び算出結

果を表 4.6－1～表 4.6－6に示す。 
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表
4.
6－

1 
原
子
炉
補
機
冷
却
系
配
管
 
個
別
に
設
定
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る
等
価
繰
返
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（
Ｓ
ｓ
）

 

注
：
一
律
に
設
定
す
る
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価
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し
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の
算
出
条
件
と
異
な
る
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赤
字
で
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配
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別
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し
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の
算
出
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件
と
異
な
る
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件
を
赤
字
で
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す
。
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表
4.
6－

4 
消
火
系
配
管
 
個
別
に
設
定
す
る
等
価
繰
返
し
回
数
（
Ｓ
ｓ
）
 

注
：
一
律
に
設
定
す
る
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価
繰
返
し
回
数
の
算
出
条
件
と
異
な
る
条
件
を
赤
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で
示
す
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6－

5 
補
給
水
系
配
管
 
個
別
に
設
定
す
る
等
価
繰
返
し
回
数
（
Ｓ
ｓ
）
 

注
：
一
律
に
設
定
す
る
等
価
繰
返
し
回
数
の
算
出
条
件
と
異
な
る
条
件
を
赤
字
で
示
す
。
 

表
4.
6－

6 
補
給
水
系
配
管
 
個
別
に
設
定
す
る
等
価
繰
返
し
回
数
（
Ｓ
ｓ
）
 

注
：
一
律
に
設
定
す
る
等
価
繰
返
し
回
数
の
算
出
条
件
と
異
な
る
条
件
を
赤
字
で
示
す
。
 

算
出
条
件

 
等
価
繰
返
し
回
数

 

対
象
床
面

(質
点
）
 

ピ
ー
ク
応
力

(
M
Pa
) 

1
質
点
系
の

 
固
有
周
期

(ｓ
) 

地
震
動

 
減
衰
定
数

（
％
）

 
設
計
用

 
疲
労
線
図

 
材
料
物
性
の

 
不
確
か
さ

 
N
S 

E
W 

U
D 

最
大

 
回
数

 

疲
労
評
価
に

用
い
る
等
価

繰
返
し
回
数

 
解
析
モ
デ
ル

 
E
Ｌ
 

原
子
炉
建
物

 
1
5
.
30

0 
1
4
7
1 

全
固
有
周
期

 
Ｓ
ｓ
－
Ｄ

 
0
.
5 

炭
素
鋼
，

 
低
合
金
鋼

 
及
び
高
張
力
鋼

 
基
本
ケ
ー
ス

 

算
出
条
件

 
等
価
繰
返
し
回
数

 

対
象
床
面

(質
点
）
 

ピ
ー
ク
応
力

(
M
Pa
) 

1
質
点
系
の

 
固
有
周
期

(ｓ
) 

地
震
動

 
減
衰
定
数

（
％
）

 
設
計
用

 
疲
労
線
図

 
材
料
物
性
の

 
不
確
か
さ

 
N
S 

E
W 

U
D 

最
大

 
回
数

 

疲
労
評
価
に

用
い
る
等
価

繰
返
し
回
数

 
解
析
モ
デ
ル

 
E
Ｌ

 

原
子
炉
建
物

 
4
2
.
80

0 
1
4
7
1 

全
固
有
周
期

 
Ｓ
ｓ
－
Ｄ

 
0
.
5 

炭
素
鋼
，

 
低
合
金
鋼

 
及
び
高
張
力
鋼

 
基
本
ケ
ー
ス

 
1
5
0 

算
出
条
件

 
等
価
繰
返
し
回
数

 

対
象
床
面

(質
点
）

 
ピ
ー
ク
応
力

(
M
Pa
) 

1
質
点
系
の

 
固
有
周
期

(ｓ
) 

地
震
動

 
減
衰
定
数

（
％
）

 
設
計
用

 
疲
労
線
図

 
材
料
物
性
の

 
不
確
か
さ

 
N
S 

E
W 

U
D 

最
大
 

回
数
 

疲
労
評
価
に

用
い
る
等
価

繰
返
し
回
数

 
解
析
モ
デ
ル

 
E
Ｌ

 

取
水
槽

 
8
.
8
00
 

1
4
7
1 

全
固
有
周
期

 
Ｓ
ｓ
－
Ｄ

 
2
.
0 

炭
素
鋼
，

 
低
合
金
鋼

 
及
び
高
張
力
鋼

 
基
本
ケ
ー
ス

 
1
5
0 

12
4.6-3




